
平成２２年度 島本町水道事業報告書 

１．概  況 

(１)総括事項 

 ①給水状況について 

 本年度における給水人口は、３万１３６人（前年度２万９，４８２人）で、前年度に比

べて６５４人の増加となり、行政区域内人口も３万９６人（前年度２万９，４４３人）で、

前年度に比べて６５３人増加しています。 

 一日最大配水量は、前年度に比べて１１７㎥（１．１％）減の１０，３１８㎥、一日平

均配水量は、前年度に比べて２５㎥（０．３％）増の９，０３１㎥となりましたが、前年

度同様１万㎥を大きく割り込んでいます。また、年間総配水量は、３２９万６，２３０㎥

（前年度３２８万７，２８７㎥）で前年度に比べて８，９４３㎥（０.３％）の増加、年

間有収水量は、３０９万４，１７３㎥（前年度３０６万１，４５１㎥）で前年度に比べて

３万２，７２２㎥（１.１％）増加しています。なお、有収率は、前年度より０．８ポイ

ント増加し９３.９％となりました。水需要につきましては、住宅開発による給水人口の

増加により年間総配水量は増加しておりますが、節水意識の浸透や節水器具の普及により、

一人当りの平均配水量は減少傾向が続いています。 

 

 ②建設改良事業について（税込み） 

 拡張事業では、平成１９年度から平成２２年度（繰越事業含む）までの４カ年で、大薮浄水

場ろ過池更新工事６億４，９８７万６，５００円を実施しておりますが、同工事に伴う切梁・

腹起設置工事の追加により本年度中に完了しなかったため、本年度までの事業費４億９，００

３万４，０００円を除く分を平成２３年度に繰越しました。また、大薮浄水場ろ過池更新工事

に伴う埋蔵文化財発掘調査９９２万２，５００円、大薮浄水場ろ過池更新工事に伴う切梁・腹

起設置工事２，５４１万円を実施、大薮浄水場ろ過池更新工事に伴う道路拡幅工事８６２万５

００円は東日本大震災の影響により資材の入手が困難となり本年度中に完了しなかったため、

本年度事業費２３１万円を除く分を平成２３年度に繰越しました。 

また、施設整備事業では、山崎送水管布設替工事１，０４８万９，５００円、大薮浄水場送

水ポンプ１・２号整備工事８８７万２，５００円、高速凝集沈殿池１・２号制御盤更新工事７

００万６，６５０円、大薮浄水場及び外部施設各種計測機器更新工事８７９万２，７００円、



府道柳谷島本線給配水管布設替工事１９８万４，５００円、ＰＡＣ貯蔵タンク更新工事２２７

万２，２００円、府道柳谷島本線給配水管布設替実施設計業務２９０万８，５００円、高浜配

水管布設替外実施設計業務２９９万２，５００円、高浜及び桜井台公共下水道関連給配水管布

設替実施設計業務１，２９６万７，５００円を実施しました。 

 

 ③経営について 

イ 収益的収支（税抜き） 

 収入総額は、６億７，７２２万５，６５８円（前年度対比６，８９８万７，６４７円、

１１．３％増、以下（ ）内は、前年度対比の増減額及び増減率）、支出総額は、５億４，

２１０万９，７１５円（５５０万６，２３４円、１.０％増）で当年度純利益は、１億３，

５１１万５，９４３円(６，３４８万１，４１３円、８８．６％増）となりました。前年

度繰越利益剰余金を含めますと、３億１，８０９万４，４００円の黒字となっています。 

 主な収入としましては、営業収益で、水道料金５億４，０２４万２４７円（△７８６万

５１０円、１.４％減）、受託工事収益３，４５１万１，０３１円（３，３２８万６，４８

５円、２，７１８．３％増）、営業外収益で負担金６，８６９万５，２５３円（５，８７

６万１，９０３円、５９１．６％増）、下水道受託収益１，０４６万５，２０６円（７３

万４，８６９円、７.６％増）、他会計繰入金（退職に伴う一般会計負担分他）３４２万８，

３５８円（△２，６０８万２，３０４円、８８．４％減）です。 

 主な支出としましては、営業費用で人件費（退職給与金を除く）７，６２９万９，００

５円(△１７万４，８４５円、０．２％減)、受水費２，６６２万２，１８０円（△５０８

万６，７７２円、１６．０％減）、減価償却費１億３，６１８万２，６２８円（△１６万

７，６９８円、０.１％減）、固定資産除却費６，４５３万７，８０１円（５，９２４万３，

２１３円、１,１１８．９％増）、営業外費用で支払利息７０７万８，０７１円（４５２万

４，７８９円、１７７．２％増）、他会計繰出金（一般会計職員退職に伴う水道会計負担

分）６４６万９，４８１円（△３，３０６万４，１２４円、８３．６％減）です。 

 

  ロ 資本的収支（税込み） 

 収入総額は、３億６，４２３万７，０８８円（２億１，１０９万７，３７８円、１３７．

９％増）、支出総額は、２億６，３１９万３，１６２円（△１億４，８２７万２，８４６



円、３６．０％減）で、差引１億１０４万３，９２６円の資金余裕が生じました。 

 主な収入としましては、大薮浄水場ろ過池更新工事に伴う企業債２億１，２００万円（１

億１，６３０万円、１２１．５％増）、加入金１億２，４７２万円（１億６６０万円、５

８８．３％増）、工事負担金１，４７２万２，４００円（△２，２５１万８，６００円、

６０．５％減）、特別開発負担金１，１４５万円（１，０６９万円、１４０６．６％増）、

統合水道事業元金償還金の繰入金として他会計出資金１３４万４，６８８円（２万５，９

７８円、２．０％増）です。 

主な支出としましては、拡張事業費１億８，１０１万７，１７１円（△１億４，０４２

万３７９円、４３．７％減）、施設整備事業費５，９３７万２，２５０円（△６４９万３，

２００円、９．９％減）、企業債償還金６０１万５，８７０円(△２５０万５，５５０円、

２９．４％減）です。 

 これらの結果、本年度末における資金余裕額は、前年度より４億４，１７１万１，８３

８円増の１７億４，０７０万５，３９６円となりました。また、引当金につきましては、

修繕引当金では１９万９，２９８円を取崩し、４，７７５万５，０８６円、退職給与引当

金は前年度と同額の、１億６，７５３万８，１３４円であり合計で２億１，５２９万３，

２２０円となりました。この結果、差引き正味運転資金は前年度より４億４，１９１万１，

１３６円増の１５億２，５４１万２，１７６円となっています。 

 以上のとおり、平成２２年度は昨年度に比べ純利益が大幅に増加いたしましたが、その

要因としまして、平成２３年１月請求分からの水道料金改定により営業収益の給水収益が

減少したものの、大規模集合住宅建設に伴いその他営業収益、営業外収益で負担金が増加

となったこと、及び営業外費用で退職に伴う他会計繰出金が減額となったことによるもの

です。 

今後も住宅開発等による給水人口の増加は予想されるものの、需要者の節水意識の浸透

や節水器具の普及により、水需要は依然として減少傾向にあることから、給水収益の伸び

が見込めない状況にあり、更なる企業経営の健全化と、より一層の効率的な事業運営を図

りながら安全で安心な水の供給に努めます。 




